































































































































































































年次 地域 第1・5分位 第２・5分位 第３・5分位 第４・5分位 第５・5分位
2007年
農村 51.2 48.7 45.9 43.9 42.1 40.3 37.8 35.6 32.1 22.8
都市 41.7 36.7 30.9 27.6 24.0 20.5 16.6 13.2 10.5 6.9
2014年
農村 43.7 39.0 36.0 33.1 24.6
都市 35.0 26.7 19.4 14.3 7.3
資料：2007年：NSSReportNo.532,2014年：NSSReportNo.575
反対に，学歴が雇用機会等社会的流動性を高める可能性が高いことを認識している都市部高所得
層においては，学歴における男女差が少なくなっている。
Ⅴ．格差是正への展望
インドの教育における格差は，これまでの歴史過程で構築された多様な教育システムを学校教
育として制度化することにより，徐々に是正されてきている。ただし，国土の広さと文化的多様
性，人口規模の大きさは依然として教育の恩恵に浴せない社会階層を存在させている。都市・農
村間のみならず，識字率には地域格差があるが，インド政府が実施した県初等教育プロジェクト
は，女性の識字率が低い県を支援の対象にしており，格差是正に効果を上げている。
初等教育段階としては，特に農村女子に関して後期初等教育課程における進学率の低さが問題
となっている。さらに農村男子においても中等教育の進学率は低くなっている。これらの要因の
一つとしては国土が広大であることから，通学可能地域に小学校がない場合，学校へのアクセス
が悪く，低い就学率となっている。2009年に実施された第8回全インド教育調査では，初等教
育で居住地域内に小学校がある世帯比率はおよそ60％であるが，後期初等教育課程では30％に
満たない状況である。通学距離の長さは女性の家庭外行動を規制する社会規範が依然として強い
インドでは女子の就学を困難にしている（http://www.aises.nic.in/downloadFlash/PS/Natio
nal/PS1）。また，トイレなど学校施設面の不備に関しても課題を残している。このような状況
の改善が就学率の上昇に必要とされている。
都市部の富裕層においては男女ともに大学への進学率は高い。この要請に応えて高等教育機関
は公立・私立を問わず増加している。公的雇用を目指しての高等教育需要の高まりにより1990
年代から高等教育機関の量的拡大は加速しているが，カレッジレベルの教育水準の格差拡大もお
きている（押川文子，pp.4749）。しかしながら，経済成長による雇用がサービスセクター中心
であるため，このような高学歴者が必ずしも雇用機会を得られるとは限らないのが現状である。
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図7 支出階層別教育履歴，2014年
資料：Govt.ofIndia,NSSReport575.
Educationforalを実現する過程において，インドの人口規模が大きいことは取り残される
人口の規模も大きく，この手当にはすでに実施されている県ベースの重点プログラムが有効であ
る。経済自由化以降自動車産業や製薬産業の成長が目覚ましいが，製造業全体では現在の人口ボー
ナス期における豊富に存在する労働力を十分に活用できていないのが実情である。製造業におけ
る労働力活用のためにも初等教育から中等高等教育への進学を志向できるような初等教育からの
教育インフラの整備と支援のための政策が今後の課題となるであろう。
（1） 6つの具体的目標は以下の通りである。
1． 最も恵まれない子供達に特に配慮を行った総合的な就学前保育・教育の拡大及び改善を図ること。
2． 女子や困難な環境下にある子供達，少数民族出身の子供達に対し特別な配慮を払いつつ，2015
年までに全ての子供達が，無償で質の高い義務教育へのアクセスを持ち，修学を完了できるように
すること。
3． 全ての青年及び成人の学習ニーズが，適切な学習プログラム及び生活技能プログラムへの公平な
アクセスを通じて満たされるようにすること。
4． 2015年までに成人（特に女性の）識字率の50％改善を達成すること。また，全ての成人が基礎
教育及び継続教育に対する公正なアクセスを達成すること。
5． 2005年までに初等及び中等教育における男女格差を解消すること。2015年までに教育における
男女の平等を達成すること。この過程において，女子の質の良い基礎教育への充分かつ平等なアク
セス及び修学の達成について特段の配慮を払うこと。
6． 特に読み書き能力，計算能力，及び基本となる生活技能の面で，確認ができかつ測定可能な成果
の達成が可能となるよう，教育の全ての局面における質の改善並びに卓越性を確保すること。
http://www.mext.go.jp/b＿menu/shingi/chousa/kokusai/002/shiryou/011101h.htm （2017
年1月確認）
（2） 教育の格差，特に私立と公立間の教育格差に関しては，佐々木宏（2011）においてフィールドワー
クをベースとした実証研究がなされている。
（3） コルカタ，ムンバイ，チェンナイなどの港湾都市，デリー，アラハバード，ヴァラナシ，バンガロー
ルなど各州の行政中心都市が事例として挙げられている（押川，2016年，v）。
（4） インド5カ年計画についてはインド政府計画委員会のホームページ（http://planningcommissio
n.gov.in/plans/planrel/index，2017年1月確認）において第1次5カ年計画から第12次5カ年計
画まで全文が掲載されており，これを参照した。
（5） RupaliD.PatilandOmprakashS.Jadhav,2017において2001年および2011年センサスを用い
て教育の州間格差に着目した分析が行われている。
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